六、教育制度改革
１　教育制度改革の勧告


　戦後の教育史は、占領下における連合軍管理下にあった第１期と、昭和２７年平和条約の発効によって独立

終戦直後の文部省
回復した以降の２期に大きく分けられる。この第１期の段階のなかでも、とくに教育の混乱と混迷を経たのは、
方針
昭和２０年９月１５日に文部省が自発的に発表した「新日本建設の教育方針」と、それ以降連合軍最高司令部から次々発せられた諸指令による教育現場の混乱であった。文部省の発した教育方針は、新事態に即応する教育方針を立案中のなかで、とりあえず戦時体制から平時体制へ復帰するための教科書、教職員、学徒に対する
連合軍の教育制度
措置、科学教育、社会教育、青少年団体、宗教、体育、文部省機構などの独自な取扱基本を定めて通達したも

に関する指令　　　　ので、続いて９月２６日には疎開児童の復帰を指示した。このあと２０年１０月２２日連合軍最高司令部から発せられた「日本教育制度に対する管理政策」によって実施せられた教職追放。同年１０月３０日発せられた「教育及び教育関係官の調査、除外、認可に関する件」による教育関係者に対する留任、退職、復員者に対する復職措置の基準等の定め。また同年１２月１５日「国家神道、神社神道に対する政府の保証、支援、保全、監督並に弘布の廃止に関する件」の指令によって、公的機関から神道に関する一切を排除。さらに同年１２月３１日「修身、日本歴史及び地理停止に関する件」の指令が発せられ、現に使用されていた軍国主義的、国家主義観念を生徒に与える一切の教科書の使用を禁止し、教科書の改訂を命じるなどの諸指令が次々と発せられ、終戦直後の教育施策は、文部省の意図した基本的な考え方と大きく変わった方向が打ち出されたと同時に、これによって日本の教育は大混乱に陥って、事実上初等科国民学校の授業は停止されるに至った。
暫定的な教科書使
　こうしたなかで特に問題になったのは、国民学校における修身、日本歴史、地理の３教科の取扱いで、文部
用　　　　　　　　　省は、まず修身教育にかわる科目で公民について教師用書を編集し、２１年９月から公民科を課することとし、地理については文部省で新たに編集した暫定教科書によって、同年７月から使用し、日本歴史も暫定教科書「くにのあゆみ」によって同年１０月からそれぞれ授業が再開できるようになった。文部省もこのような取扱いのなかで、新しい教育方針を策定していたが、この方針に総括的な方針や指導を与えたのは、２１年３月総司令部より要請されて来日した米国教育使節団による「第１次米国教育使節団報告書」である。
第１次教育使節団
　この第1次教育使節団は、ジョージ・Ｄストダード博士を団長とする２７名からなる使節団で、戦後の日本
の勧告
の教育体制、教育制度を民主化するための方向を根本的に再検討し、現在の教育制度の根幹となるべき内容を勧告したものであるが、非常に重要な勧告内容であるので、その一部分を抜粋して掲載しておく。

　「ジョージ・Ｄストダード博士を団長とする米国教育界代表２７名より成る米国教育使節団は、本報告の作成に当たり日本に本年３月（２１年）の１か月間滞在し、（中略）ここに連合国最高司令官に提出する次第である。本使節団は占領当初の禁止的指令、例えば帝国主義および国家主義的神道を学校から根絶すべしというが如きものの必要は十分認めるものではあるが、今回は積極的提案をなすことに主要な重点を置いたのである。（中略）


　初等および中等学校の教育行政、教育民主化の目的のために、学校管理を現在の如く中央集権的なものにより、むしろ地方分権的なものにすべきであるという原則は人の認めるところである。学校における勅語の朗読・御真影の奉拝等の式を挙げることは望しくない。文部省は本使節団の提案によれば、各種学校に対し技術的援助、および専門的助言を与えるという重要な任務を負うことになるが、地方の学校に対する直接の支配力は大いに減少することであろう。市町村および都道府県の住民を広く教育行政に参画させ、学校に対する内務省地方官吏の管理行政を排除するために、市町村および都道府県に一般投票により選出せる教育行政機関の創設を、われわれは提案する次第である。（中略）課税で維持し、男女共学制を採り、かつ授業料無徴収の学校における義務教育の引上げをなし、修業年限を９か年に延長、換言すれば生徒が１６歳に達するまで教育を施す年限延長改革案をわれわれは提案する。さらに、生徒は最初の６か年は現在と同様小学校において、次の３か年は現在小学校の卒業児童を入学資格とする各種学校の合併改変によって創設されるべき「初級中等学校」において、修学することをわれわれは提案する。（中略）さらに３年制の「上級中等学校」をも設置し、授業料は無徴収、ゆくゆくは男女共学制を採り、初級中等学校よりの進学希望者に種々の学習の機会が提供されるようにすべきである。（後略）」

　この報告書の抜粋は、初等・中等学校の教育行政の項に関するものであるが、このほか・日本の教育の目的および内容・国語の改革・教授法と教師の教育・成人教育・高等教育の項についても述べ、全体として日本の過去の教育の問題点を指摘しつつこれに代わるべき民主的な教育理念、教育方法、教育制度の改革を明示している。
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勧告にもとづく文
　米国教育使節団の勧告は名実共に日本の民主教育の根幹となり、これを受けて２１年８月、内閣に「教育刷
部省の協議
新委員会」が設けられ第１回総会が９月７日開かれた。同委員会は１２月２７日、①教育の理念および教育基本法に関すること。②学制に関すること。③私立学校に関すること。④教育行政に関することの事項を第１回分として建議し、以降２６年まで審議しながら新しい教育制度の基盤を築いた。さらに戦後の民主教育確立に基本的な意義づけをもたらしたのは「日本国憲法」の制定であった。２１年１１月３日に公布され、翌２２年５月３日から施行された憲法には、教育の面において「すべての国民は法律の定めるところにより、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。すべての国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育を受けさせる義務を負う。義務教育は、これを無償とする。」と規定された。
教育基本法の制定
　こうした基本的立場に立って、昭和２２年３月最初に制定されたのが、「教育基本法」であり、さらに具体的な新制度を定めたのが「学校教育法」である。この両法の制定によって、いわゆる６・３・３制の基本が打ち立てられ、義務教育を９年間に延長する新制中学校の設置が義務づけられた訳である。

　一方教育行政の面についての改革も新教育制度の重要課題として取り上げられ、教育刷新委員会の専門部会において検討され、２１年１２月民主的な教育行政を進める基本事項の建議が行われた。政府はこの建議を受けとると、ただちに制度化のための立法準備にはいり、２２年当初には第１次法案「地方教育行政法案」を文部省内でまとめた。その概要は、市町村・都道府県・地方の３段階に教育委員会を設置して議会と同等の議決機関とし、教育長を執行機関として、地方公共団体において一般行政機関とは別に教育行政制度を樹立しようとするものであった。しかしこの案は総司令部との折衝が難行し、遂に廃案となった。
教育委員会法の制
　その後政府は総司令部と交渉を進め、しばしば難渋したが、ようやく第２次法案「教育委員会法案」が作成
定
され、２３年６月国会で数か所修正されたあと成立した。これら教育委員会制度の発足した内容は、後の項で述べるとして、ともかく戦後における日本の教育制度は、連合軍総司令部と国会・地方公共団体等の入り乱れた意見と騒乱のなかで徐々に整備されて行き、明治以来の日本の教育は大きく変革されていった。
